
(19)日本国特許庁（JP） (12) 公開特許公報（Ａ） (11)特許出願公開番号

特開2002－360506
(P2002－360506A)

(43)公開日 平成14年12月17日(2002.12.17)

(51)Int.Cl7 識別記号 FI ﾃｰﾏｺｰﾄﾞ(参考)

   �A�6�1�B  1/00    310    �A�6�1�B  1/00    310 C �4�C�0�6�1

審査請求 未請求 請求項の数 8ＯＬ（全 10数）

(21)出願番号 特願2001－172252(P2001－172252)

(22)出願日 平成13年6月7日(2001.6.7)

(71)出願人 000000527

ペンタックス株式会社

東京都板橋区前野町2丁目36番9号

(72)発明者 藤井 喜則

東京都板橋区前野町2丁目36番9号  旭光学

工業株式会社内

(72)発明者 桂田 弘之

東京都板橋区前野町2丁目36番9号  旭光学

工業株式会社内

(74)代理人 100083286

弁理士 三浦 邦夫

最終頁に続く

(54)【発明の名称】 可撓性可変内視鏡

(57)【要約】
【目的】  可撓管部の可撓性を自由に設定できる可撓性
可変内視鏡を得る。
【構成】  内視鏡挿入部の可撓管部内に設けた、自由状
態で直線状をなし軸線方向への伸縮により曲げ剛性を変
化させる曲げ剛性可変体；この曲げ剛性可変体を無段階
に伸縮させる、内視鏡の外面に設けた可撓性調整操作部
材；及び、この可撓性調整部材を任意の操作位置で係止
し、曲げ剛性可変体の曲げ剛性を一定に保持させるブレ
ーキ機構；を備えた可撓性可変内視鏡。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  挿入部に可撓性を有する可撓管部を備え
た内視鏡において、
上記可撓管部内に設けた、自由状態で直線状をなし軸線
方向への伸縮により曲げ剛性を変化させる曲げ剛性可変
体；この曲げ剛性可変体を無段階に伸縮させる、内視鏡
の外面に設けた可撓性調整操作部材；及びこの可撓性調
整部材を任意の操作位置で係止し、上記曲げ剛性可変体
の曲げ剛性を一定に保持させるブレーキ機構；を備えた
ことを特徴とする可撓性可変内視鏡。
【請求項２】  請求項１記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記可撓性調整操作部材と上記曲げ剛性可変体の間
に、
上記曲げ剛性可変体の軸線方向へ直進案内され、該軸線
方向への移動によって曲げ剛性可変体を伸縮させる直進
移動部材；該直進移動部材の移動方向と略平行な回動中
心によって回動可能な、上記可撓性調整操作部材に固定
された回動環；該回動環に形成した、円周方向及び軸線
方向に対して傾斜する直線状の無段ガイド面；及び該無
段ガイド面に係合する、上記直進移動部材に設けたフォ
ロア；を有している可撓性可変内視鏡。
【請求項３】  請求項２記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記回動環と略同心の固定環体を備え、
上記ブレーキ機構は、
上記回動環に設けた、上記固定環体に対して摩擦係合す
るロック位置と該固定環体から離隔するアンロック位置
に移動可能な摩擦部材；該摩擦部材をロック位置へ付勢
する付勢部材；及び上記摩擦部材を付勢部材に抗してア
ンロック位置へ移動させる、内視鏡の外面に設けたアン
ロック操作部材；を有する可撓性可変内視鏡。
【請求項４】  請求項３記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記固定環体は回動環の内側に位置し、
上記ブレーキ機構は、上記摩擦部材を固定し、上記回動
環に対し直径方向にのみ移動可能に支持された進退軸を
備え、該進退軸の外径方向への移動によって摩擦部材が
上記固定環体の内周面に係合し、内径方向への移動によ
って該摩擦部材が固定環体の内周面から離隔し、
上記アンロック操作部材は、上記進退軸を内径方向に押
圧可能な押しボタンからなる可撓性可変内視鏡。
【請求項５】  請求項３または４記載の可撓性可変内視
鏡において、上記アンロック操作部材は、上記可撓性調
整操作部材上に設けられている可撓性可変内視鏡。
【請求項６】  請求項１から５のいずれか１項記載の可
撓性可変内視鏡において、上記曲げ剛性可変体は、自由
状態で直線状をなす筒状のコイル体からなる可撓性可変
内視鏡。
【請求項７】  請求項６記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記コイル体の中心部に挿入され、一端部が該コイ
ル体の先端部に対し固定され、他端部が上記直進移動部
材に対し固定されたコイル牽引ワイヤを有する可撓性可*
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*変内視鏡。
【請求項８】  挿入部に可撓性を有する可撓管部を備え
た内視鏡において、上記可撓管部内に設けた、自由状態
で直線状をなし軸線方向への伸縮により曲げ剛性を変化
させる筒状のコイル体；該コイル体の軸線方向へ直進案
内されたワイヤ牽引部材；上記コイル体の中心部に挿入
され、一端部が該コイル体の先端部に対し固定され、他
端部が上記ワイヤ牽引部材に対し固定されたコイル牽引
ワイヤ；内視鏡の外面に設けた可撓性調整操作部材の操
作に応じて、上記ワイヤ牽引部材の移動方向と略平行な
回動中心で回動する回動環；該回動環に形成されて上記
ワイヤ牽引部材に設けたフォロアが係合し、回動環の正
逆方向の回動に応じてワイヤ牽引部材をワイヤ牽引方向
と弛緩方向にそれぞれ無段階に移動させる無段ガイド
面；上記回動環を任意の角度位置で係止させるロック状
態と係止解除するアンロック状態に切換可能で、ロック
方向への付勢手段を備えたブレーキ機構；及び該ブレー
キ機構を上記付勢手段に抗してアンロック操作するアン
ロック操作部材；を備えたことを特徴とする可撓性可変
内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【技術分野】本発明は、可撓管部の可撓性を変化させる
ことが可能な可撓性可変内視鏡に関する。
【０００２】
【従来技術及びその問題点】医療用や工業用の内視鏡
は、屈曲した経路の観察対象内への挿入を容易にするべ
く挿入部に可撓性を有する可撓管部を設けているが、さ
らに挿入作業性を良くするために、この可撓管部の可撓
性（曲げ剛性、曲げ硬度）を可変とさせるタイプの内視
鏡が提案されている。このタイプの内視鏡は、例えば、
大腸への挿入時においてＳ字結腸部分を通すときは可撓
管部を硬化させ、Ｓ字結腸の通過後に可撓管部を軟化さ
せるといった態様で使用される。
【０００３】可撓管部の可撓性を変化させるための手段
としては、例えば、自由状態で直線状の筒状をなすコイ
ルを可撓管部内に挿入し、このコイルの圧縮度を変化さ
せるものが知られている。この種のコイルは、圧縮すれ
ば曲がりにくくなり、伸ばせば曲がりやすくなるので、
該コイルの圧縮度を変化させることによって可撓管部の
可撓性を変化させることができる。
【０００４】従来、このような可撓性可変内視鏡では、
有限段数で区切られるステップでの可撓性調整のみが可
能であり、内視鏡操作者が理想とする可撓性に設定でき
ない場合があった。
【０００５】
【発明の目的】本発明は、可撓管部の可撓性を自由に設
定できる可撓性可変内視鏡を提供することを目的とす
る。
【０００６】
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【発明の概要】以上の目的を達成するための本発明は、
挿入部に可撓性を有する可撓管部を備えた内視鏡におい
て、可撓管部内に設けた、自由状態で直線状をなし軸線
方向への伸縮により曲げ剛性を変化させる曲げ剛性可変
体；この曲げ剛性可変体を無段階に伸縮させる、内視鏡
の外面に設けた可撓性調整操作部材；及び、この可撓性
調整部材を任意の操作位置で係止し、曲げ剛性可変体の
曲げ剛性を一定に保持させるブレーキ機構；を備えたこ
とを特徴とする。
【０００７】この本発明の内視鏡では、可撓性調整操作
部材の操作に応じて曲げ剛性可変体を無段階に伸縮させ
るために、曲げ剛性可変体と可撓性調整操作部材の間に
次のような曲げ剛性調整機構を備えることが好ましい。
例えば、曲げ剛性可変体の軸線方向へ直進案内され、該
軸線方向への移動によって曲げ剛性可変体を伸縮させる
直進移動部材；該直進移動部材の移動方向と略平行な回
動中心によって回動可能で、可撓性調整操作部材に固定
された回動環；該回動環に形成した、円周方向及び軸線
方向に対して傾斜する直線状の無段ガイド面；及び、該
無段ガイド面に係合する、直進移動部材に設けたフォロ
ア；によって曲げ剛性調整機構を構成することができ
る。
【０００８】この形態の曲げ剛性調整機構に対応するブ
レーキ機構は、回動環に設けられ、該回動環と略同心の
固定環体に対して摩擦係合するロック位置と該固定環体
から離隔するアンロック位置に移動可能な摩擦部材；該
摩擦部材をロック位置へ付勢する付勢部材；及び、摩擦
部材を付勢部材に抗してアンロック位置へ移動させる、
内視鏡の外面に設けたアンロック操作部材；を備えるこ
とが好ましい。
【０００９】このブレーキ機構はさらに、上記の摩擦部
材を固定し、回動環に対し直径方向にのみ移動可能に支
持された進退軸を備え、該進退軸の外径方向への移動に
よって摩擦部材が固定環体の内周面に係合し、内径方向
への移動によって該摩擦部材が固定環体の内周面から離
隔する構造であり、アンロック操作部材は、進退軸を内
径方向に押圧可能な押しボタンからなることが好まし
い。
【００１０】また、アンロック操作部材が可撓性調整操
作部材上に設けられていると、操作性がよい。
【００１１】曲げ剛性可変体は、自由状態で直線状をな
す筒状のコイル体とすることができる。このコイル体の
中心部には、一端部が該コイル体の先端部に対し固定さ
れ、他端部が直進移動部材に対し固定されたコイル牽引
ワイヤを挿通し、該コイル牽引ワイヤを介してコイル体
を伸縮させることができる。
【００１２】本発明はまた、挿入部に可撓性を有する可
撓管部を備えた内視鏡において、可撓管部内に設けた、
自由状態で直線状をなし軸線方向への伸縮により曲げ剛
性を変化させる筒状のコイル体；該コイル体の軸線方向
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へ直進案内されたワイヤ牽引部材；コイル体の中心部に
挿入され、一端部が該コイル体の先端部に対し固定さ
れ、他端部がワイヤ牽引部材に対し固定されたコイル牽
引ワイヤ；内視鏡の外面に設けた可撓性調整操作部材の
操作に応じて、ワイヤ牽引部材の移動方向と略平行な回
動中心で回動する回動環；該回動環に形成されてワイヤ
牽引部材に設けたフォロアが係合し、回動環の正逆方向
の回動に応じてワイヤ牽引部材をワイヤ牽引方向と弛緩
方向にそれぞれ無段階に移動させる無段ガイド面；回動
環を任意の角度位置で係止させるロック状態と係止解除
するアンロック状態に切換可能で、ロック方向への付勢
手段を備えたブレーキ機構；及び、該ブレーキ機構を付
勢手段に抗してアンロック操作するアンロック操作部
材；を備えたことを特徴としている。
【００１３】
【発明の実施の形態】図１ないし図５を参照して、本発
明による可撓性可変内視鏡の一実施形態を説明する。図
１に示す電子内視鏡１０は医療用の内視鏡であり、体腔
内に挿入される挿入部１１とその基部側に接続された操
作部１２を有している。挿入部１１は、先端側から順に
先端部１３、湾曲部１４及び可撓管部１５を有してお
り、さらに可撓管部１５が連結部１６を介して操作部１
２に接続している。
【００１４】先端部１３は、硬性部材からなる先端部本
体（不図示）を有し、この先端部本体に、図示しない対
物レンズ保持孔、配光レンズ保持孔、送気チャンネル出
口、送水チャンネル出口、処置具挿通チャンネル出口等
が形成されている。対物レンズ保持孔と配光レンズ保持
孔には、結像用の対物レンズと照明用の配光レンズが保
持されている。
【００１５】湾曲部１４内には、相対回動可能に連結さ
れた複数の節輪（湾曲駒）からなる節輪アッセンブリー
が設けられている。操作部１２に設けた湾曲操作ノブ２
０Ａ、２０Ｂを回動操作することによって、不図示の複
数の湾曲操作ワイヤが牽引または弛緩されて、該節輪ア
ッセンブリーを構成する各節輪を相対回動させる。する
と、湾曲部１４が湾曲される。具体的には、湾曲操作ノ
ブ２０Ａを正逆方向に回動操作すると、一対の湾曲操作
ワイヤを介して湾曲部１４が左右方向に湾曲し、湾曲操
作ノブ２０Ｂを正逆方向に回動操作すると、別の一対の
湾曲操作ワイヤを介して湾曲部１４は上下方向に湾曲す
る。さらに、湾曲部１４の湾曲状態は、ロックノブ２１
Ａやロックレバー２１Ｂを操作することによって固定さ
せることが可能である。
【００１６】操作部１２からはユニバーサルチューブ２
５が延出されており、該ユニバーサルチューブ２５の末
端には、不図示のプロセッサに接続するコネクタ部２６
が設けられている。コネクタ部２６には、不図示の画像
信号伝送用ケーブルやライトガイドファイババンドルの
端部、送気チャンネルや送水チャンネルの入口部等が設
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けられており、コネクタ部２６をプロセッサに接続する
ことによって、これらの各部は、プロセッサ側の画像処
理装置、光源、送気源及び送水源に接続される。
【００１７】先端部１３内には、対物レンズの背後にＣ
ＣＤが設けられており、対物レンズから該ＣＣＤの受光
面に入った観察対象の像は光電変換され、ＣＣＤからユ
ニバーサルチューブ２５のコネクタ部２６まで配設され
た前述の画像信号伝送用ケーブルを介して、電子画像と
してプロセッサに送られる。プロセッサでは、電子画像
をモニタに表示したり画像記録媒体に記録することがで
きる。操作部１２には、画像処理関連の遠隔操作を行う
ための複数のリモート操作ボタンスイッチ２７が設けら
れている。また、配光レンズには、ユニバーサルチュー
ブ２５のコネクタ部２６から先端部１３まで配設された
前述のライトガイドファイババンドルを介して、プロセ
ッサに設けた光源からの照明光が与えられる。
【００１８】操作部１２には、リモート操作ボタンスイ
ッチ２７の近傍位置に送気送水ボタン２８が設けられて
いる。送気送水ボタン２８を押し込むと、プロセッサ側
に設けた送水源と内視鏡内に設けた送水チャンネルが連
通し、該送水チャンネル内に送水される。先端部１３に
設けた送水チャンネルの出口には対物レンズに向けてノ
ズルが設けられていて、送水チャンネルに送られた洗浄
水などの液体は、該ノズルから対物レンズへ向けて噴出
され、対物レンズを洗浄する。また、送気送水ボタン２
８の上面には図示しない孔が設けられており、この孔を
塞ぐと、プロセッサ側に設けた送気源の正圧が内視鏡内
の送気チャンネルに作用して、該送気チャンネルの出口
へ空気が送られる。送水チャンネルと同様に、先端部１
３に設けた送気チャンネルの出口には対物レンズに向け
てノズルが設けられていて、送気チャンネルに空気が送
られると、該ノズルから対物レンズへ向けて空気が噴出
し、対物レンズに付着した洗浄水の水滴や、体液などそ
の他の液体の水滴を除去することができる。
【００１９】電子内視鏡１０の連結部１６には、鉗子や
高周波焼灼処置具といった処置具を挿入するための処置
具挿入口突起３０が設けられており、該処置具挿入口突
起３０から内視鏡内方に向けて、処置具挿通チャンネル
３１（図２）が延設されている。処置具挿通チャンネル
３１は、先端部１３に形成した出口に接続しており、処
置具挿入口突起３０から挿入された処置具は、処置具挿
通チャンネル３１を通して出口から突出させることがで
きる。また、処置具挿通チャンネル３１には吸引チュー
ブ３２が接続しており、この吸引チューブ３２は、電子
内視鏡１０の外部に設けた図示されない負圧源（吸引
源）に接続されている。よって、処置具挿通チャンネル
３１に対しては、処置具挿入口突起３０を介して鉗子や
高周波焼灼処置具等の処置具を挿入することと、吸引チ
ューブ３２を介して負圧源から負圧をかけることが可能
である。処置具挿通チャンネル３１を処置具の挿通管路
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として使用する場合は、処置具挿入口突起３０を介して
挿入された処置具は、処置具挿通チャンネル出口から突
出される。一方、処置具挿通チャンネル３１を吸引用の
管路として使用するときには、操作部１２に設けた吸引
ボタン２９を押圧する。すると、負圧源側の管路と処置
具挿通チャンネルが連通されて、負圧が処置具挿通チャ
ンネル３１に作用し、処置具挿通チャンネル出口から体
液等の流体を吸引することができる。
【００２０】前述のように、湾曲部１４は湾曲操作ノブ
２０Ａ、２０Ｂの操作によって任意に曲げることがで
き、可撓管部１５も可撓性を有している。この湾曲部１
４や可撓管部１５内に位置する前述の内蔵物、すなわ
ち、処置具挿通チャンネル３１、画像信号伝送用ケーブ
ル、ライトガイドファイババンドル、送気チャンネル、
送水チャンネル等は、湾曲部１４の湾曲操作や可撓管部
１５の変形に対応するように可撓性を有している。本実
施形態の電子内視鏡１０では、以下に説明するように、
この可撓管部１５の可撓性（曲げ剛性）を無段階に変化
させることが可能である。
【００２１】可撓管部１５は、可撓性を有する可撓管３
５（図２）によってその外形が構成されている。可撓管
３５は、最も外側がポリウレタン等からなる外皮で覆わ
れ、その内側に強度を確保するための螺旋管等が重ねら
れた構造となっており、非通水性と一定の曲げ剛性を備
えている。可撓管３５の基端部側（操作部１２側）の一
部領域は、円錐状の折れ止めゴム管３６によって覆われ
ている。可撓管３５のうち、この折れ止めゴム管３６で
覆われる部分は、観察対象内に挿入されない連結部１６
を構成しており、可撓管３５が過度に曲がらないように
折れ止めゴム管３６によって規制される。図２に示すよ
うに、連結部１６ではさらに、可撓管３５の基部に樹脂
製の連結部連結管１７を有しており、この連結部連結管
１７周りに、可撓管部１５の可撓性を無段階に変化させ
るための操作機構が設けられている。
【００２２】まず、可撓管３５と連結部連結管１７の接
続構造を説明する。連結部連結管１７の内側には、内視
鏡本体に対して固定された金属製のシャーシ（固定環
体）４０が設けられており、該シャーシ４０の前端部
に、固定用の雌ねじを有する第１固定環４１が固定され
ている。第１固定環４１の雌ねじは、結合環４２の外周
面に形成した雄ねじに螺合しており、該第１固定環４１
を介してシャーシ４０の先端部と結合環４２が固定され
ている。結合環４２の雄ねじに対してはさらに、連結部
連結管１７の先端部内周面に形成した雌ねじが螺合して
おり、結合環４２に対しては、シャーシ４０に加えて連
結部連結管１７も固定されている。つまり、連結部連結
管１７とその内側のシャーシ４０は、結合環４２を介し
て相対的に固定されている。一方、可撓管３５の後端部
には第２固定環４３が固定されており、この第２固定環
４３と結合環４２は、複数の固定ねじ４４によって固定
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7
されている。つまり、連結部連結管１７とシャーシ４０
の結合体に対し、結合環４２を介して可撓管３５が固定
されている。結合環４２とシャーシ４０の間にはＯリン
グ４５が配され、結合環４２と第２固定環４３の間には
Ｏリング４６が配されており、これらＯリング４５、４
６によってシャーシ４０と可撓管３５の内側は液密に保
たれている。
【００２３】第２固定環４３は、可撓管部の可撓性（曲
げ剛性）を変化させるためのコイル（曲げ剛性可変体、
コイル体）５０を支持している。具体的には、図２に示
すように、コイル５０の後端部付近が、第２固定環４３
に設けたコイル固定部４７に固定されている。鋼線を巻
回して形成されたコイル５０は、自由状態で直線筒状の
形態をなしており、コイル固定部４７への固定部分から
挿入部１１の先端部方向（図２の右方向）に向けて、可
撓管３５の内面に沿って配設されている。
【００２４】図３に示すように、可撓管部１５の内側に
配設されたコイル５０は、その先端部が湾曲部１４と可
撓管部１５の接続部分近傍に位置している。コイル５０
の先端部には、半田５２によってコイル牽引ワイヤ５１
の先端部が固着されている。コイル牽引ワイヤ５１は、
筒状をなすコイル５０の中心部に挿通されており、先端
部以外は該コイル５０に対して固定されていないため、
該コイル５０の軸線方向へ進退可能となっている。
【００２５】図２に示すように、コイル牽引ワイヤ５１
の後端部はコイル５０の後端部よりも後方に突出して、
連結部１６内に設けたスライダ（直進移動部材、ワイヤ
牽引部材）５５に固定されている。スライダ５５は外径
方向に突出するガイドピン（フォロア）５６を備え、ガ
イドピン５６は、シャーシ４０に形成した直進ガイド溝
５７（図４、図５）に対し移動可能に嵌まっている。直
進ガイド溝５７は、コイル５０の軸線方向と略平行に形
成されており、該直進ガイド溝５７内をガイドピン５６
が正逆方向に移動することによってスライダ５５が同方
向に直進移動し、その結果、コイル牽引ワイヤ５１が牽
引または弛緩される。
【００２６】直進ガイド溝５７は径方向への貫通溝とし
て形成されており、上記のガイドピン５６は、直進ガイ
ド溝５７を貫通してさらにカム環（回動環）６０のリー
ド溝６１に嵌まっている。リード溝６１は、ガイドピン
５６に係合する一対の平行な直線状ガイド面（無段ガイ
ド面）６１ａ、６１ｂを有している。カム環６０は、シ
ャーシ４０の外面上に支持された、該シャーシ４０と略
同心の部材であり、シャーシ４０に突設した回動ガイド
ピン６２が嵌まる円周方向溝６３を有している。円周方
向溝６３は、カム環６０の円周方向に形成された溝であ
り、該円周方向溝６３と回動ガイドピン６２の関係によ
って、カム環６０は円周方向に所定角度回動可能に支持
されている。なお、カム環６０の前後方向（図２の左右
方向）の移動は、シャーシ４０自身に形成した段部と前
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述の第１固定環４１によっても規制されている。
【００２７】カム環６０は、固定ねじ６５を介して可撓
性調整ノブ（可撓性調整操作部材）６６に対して固定さ
れている。図２に示すように、可撓性調整ノブ６６は、
連結部連結管１７に形成した貫通ガイド孔６７を通して
内視鏡の外面に露出しており、連結部連結管１７に対し
て外径方向へ抜け止められている。貫通ガイド孔６７は
連結部連結管１７の円周方向に向けて形成されており、
可撓性調整ノブ６６は該円周方向に向けて移動可能にな
っている。前述の通り、可撓性調整ノブ６６に固定され
ているカム環６０も、円周方向溝６３と回動ガイドピン
６２の関係によって円周方向に移動可能にガイドされて
いる。よって、可撓性調整ノブ６６を円周方向に回動操
作すると、カム環６０が同方向（図４及び図５の矢印Ａ
またはＢ方向）に回動される。なお、可撓性調整ノブ６
６と連結部連結管１７の間は、Ｘ状断面の防水リング６
８、６９によって液密に塞がれている。
【００２８】カム環６０に形成したリード溝６１は、円
周方向溝６３と直進ガイド溝５７のいずれに対しても傾
斜した溝となっている。一方、リード溝６１に嵌まって
いるガイドピン５６は同時に、シャーシ４０側の直進ガ
イド溝５７に嵌まっている。よって、可撓性調整ノブ６
６を回動操作してカム環６０が回動されると、リード溝
６１の傾斜形状に従って、ガイドピン５６が直進ガイド
溝５７内を移動する。具体的には、カム環６０が図４の
Ａ方向に回動すると、ガイドピン５６は直進ガイド溝５
７内を後方（操作部１２側）に移動し、カム環６０が同
Ｂ方向に回動すると、ガイドピン５６は直進ガイド溝５
７内を前方（挿入部１１側）に移動する。
【００２９】ここで、ガイドピン５６を案内するリード
溝６１の直線状ガイド面６１ａ、６１ｂは、段部や凹部
を有さない無段階の形状であるため、ガイドピン５６を
有するスライダ５５は、カム環６０が回動されている間
は常に停止されることなく無段階にコイル５０の軸線に
沿って移動される。より詳細には、直線状ガイド面６１
ａ、６１ｂは互いに平行な線形のガイド面であるから、
ガイドピン５６の移動量は、カム環６０の回動量に比例
している。すなわち、カム環６０に対して最大の回動操
作可能角であるθＭ（図４）の回動を与えると、直進ガ
イド溝５７により直進案内されたガイドピン５６は、コ
イル５０の軸線方向へＴ移動され、この半分の回動操作
角θＭ／２では、ガイドピン５６の同方向への移動量は
Ｔ／２となる。カム環６０の最大の回動操作角θＭは、
回動ガイドピン６２を案内する円周方向溝６３の長さに
よって決定される。
【００３０】ガイドピン５６を有するスライダ５５が以
上のように無段階に移動すると、コイル牽引ワイヤ５１
に対する牽引状態も無段階で変化される。例えば、図４
の状態では、スライダ５５が最も挿入部１１に近く位置
しており、コイル牽引ワイヤ５１は弛緩している。この
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ワイヤ弛緩状態では、コイル５０は自由状態にあって可
撓管部１５は最も柔軟になっている。ここから可撓性調
整ノブ６６を介してカム環６０を同図のＡ方向に回動さ
せると、ガイドピン５６及びスライダ５５は後方、すな
わち操作部１２に接近する方向に移動され、スライダ５
５に固定されたコイル牽引ワイヤ５１が同方向に牽引さ
れる。コイル牽引ワイヤ５１は、カム環６０の回動が続
いている限りにおいて、その回動量に応じて後方へ牽引
され続ける。
【００３１】コイル牽引ワイヤ５１の先端部はコイル５
０の先端部と固着されているため、コイル牽引ワイヤ５
１が牽引されると、コイル５０の先端部に対して圧縮方
向の力が作用する。ここで、コイル５０の後端部は第２
固定環４３に設けたコイル固定部４７に固定されている
ため、圧縮方向の力が付与された該コイル５０は、徐々
に圧縮される。コイル５０は、圧縮されると曲がりにく
く（硬く）なり、伸ばされると（圧縮を解除すると）曲
がりやすく（柔らかく）なる特性を有しているため、徐
々に圧縮されていくコイル５０は、自由状態に比して曲
げ剛性が増して曲がりにくくなっていく。結果として、
該コイル５０を内部に位置させている可撓管部１５が無
段階で硬化されていく。
【００３２】カム環６０は、図５に示す位置まで回動さ
れるとＡ方向への回動が規制され、コイル５０が最も圧
縮された状態になる。このとき、可撓管部１５は最も硬
くなる。図５の状態から可撓性調整ノブ６６を介してカ
ム環６０をＢ方向に回動させると、ガイドピン５６及び
スライダ５５は前方、すなわち挿入部１１に接近する方
向に移動され、コイル牽引ワイヤ５１が徐々に弛緩され
る。その結果、コイル５０が徐々に伸びて曲げ剛性が低
下し、可撓管部１５が軟化される。この軟化時の可撓性
変化も無段階で行われる。
【００３３】カム環６０と可撓性調整ノブ６６の操作角
度位置は、ブレーキ機構によって一定に保たれる。この
ブレーキ機構は図２に示されており、可撓性調整ノブ６
６から突出するブレーキ解除ボタン（アンロック操作部
材、押しボタン）７０、一端部が該ブレーキ解除ボタン
７０に固定されたブレーキ支持軸（進退軸）７１、該ブ
レーキ支持軸７１の他端部に固定したブレーキパッド
（摩擦部材）７２、該ブレーキパッド７２をカム環係止
方向に付勢するブレーキ付勢ばね（付勢部材、付勢手
段）７３によって構成されている。
【００３４】ブレーキ支持軸７１は、カム環６０に形成
した貫通孔７５に対し、該カム環６０の直径方向へのみ
移動可能に嵌まっている。ブレーキ支持軸７１はさら
に、シャーシ４０に形成した貫通孔７６を貫通してシャ
ーシ４０の内側まで延設されており、その内側の端部に
前述のブレーキパッド７２が固定されている。シャーシ
４０の貫通孔７６は円周方向に長く形成されており、カ
ム環６０が回動するときには、貫通孔７６内をブレーキ
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支持軸７１が移動する。
【００３５】ブレーキ付勢ばね７３はブレーキ解除ボタ
ン７０とカム環６０の間に配された圧縮コイルばねであ
り、ブレーキ解除ボタン７０を、連結部連結管１７の外
径方向（図２の下方）へ付勢している。このブレーキ付
勢ばね７３の付勢力は、ブレーキパッド７２をシャーシ
４０の内周面に接触させる方向に作用しており、ブレー
キ付勢ばね７３の自由状態では、ブレーキパッド７２が
シャーシ４０の内周面と摩擦係合する。このブレーキパ
ッド７２とシャーシ４０の摩擦係合によって、カム環６
０の回動が規制される。ブレーキ付勢ばね７３に抗して
ブレーキ解除ボタン７０を押し込むと、ブレーキ支持軸
７１が内径方向に押し込まれてブレーキパッド７２とシ
ャーシ４０内周面の摩擦係合が解除され、カム環６０は
回動可能になる。
【００３６】以上の内視鏡では、次のように可撓管部１
５の可撓性を調整する。図４に示すカム環６０の角度位
置は、コイル５０の自由状態に対応している。このとき
スライダ５５のガイドピン５６は、移動可能な範囲内で
最も挿入部１１側に位置しており、コイル牽引ワイヤ５
１は弛緩状態にある。したがって、コイル５０は硬化さ
れておらず、可撓管部１５は最も柔軟な状態にある。ま
た、ブレーキ付勢ばね７３の付勢力によってブレーキパ
ッド７２がシャーシ４０に摩擦係合しているため、カム
環６０及び可撓性調整ノブ６６は固定されている。
【００３７】可撓管部１５を硬化させるためには、ま
ず、ブレーキ解除ボタン７０を押し込んでブレーキ機構
をブレーキ解除状態にする。すると、ブレーキパッド７
２がシャーシ４０の内周面から離隔し、カム環６０及び
可撓性調整ノブ６６の回動操作が許された状態になる。
よって、ブレーキ解除ボタン７０を押圧しつつ、可撓性
調整ノブ６６を介してカム環６０をコイル硬化方向に回
動させることが可能である。カム環６０においてコイル
硬化用の回動方向とは、図４の矢印Ａ方向である。カム
環６０が同方向へ回動すると、前述の通り、該カム環６
０のリード溝６１の形状に従ってガイドピン５６が操作
部１２側へ移動され、コイル牽引ワイヤ５１が牽引され
る。その結果、コイル５０が圧縮されて曲げ剛性が増
し、可撓管部１５が硬化される。カム環６０を図５に示
す角度位置まで回動させると、ガイドピン５６は移動可
能な範囲内で最も操作部１２側に移動され、コイル５０
の圧縮度が最高になる。つまり、可撓管部１５が最も硬
くなる。
【００３８】可撓管部１５の硬化の程度は、操作者が任
意に無段階で設定することができる。すなわち、コイル
５０の圧縮度を決定するカム環６０のリード溝６１は、
段部や凹部を有さない直線状ガイド面６１ａ、６１ｂに
よってガイドピン５６を案内するため、可撓性調整ノブ
６６を正逆方向に回動操作したときに、コイル５０の圧
縮度は無段階に変化する。無段階で圧縮度が変化するコ
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11
イル５０によって可撓管部１５に所望の硬度が得られる
と、内視鏡操作者は、ブレーキ解除ボタン７０から手を
離して押圧操作を解除する。すると、ブレーキ付勢ばね
７３の付勢力によってブレーキパッド７２がシャーシ４
０に摩擦係合し、カム環６０と可撓性調整ノブ６６の結
合体が係止される。圧縮されたコイル５０には自由状態
に復元しようとする力が生じているが、カム環６０及び
可撓性調整ノブ６６が係止されていると、ガイドピン５
６を有するスライダ５５の移動が規制されるので、コイ
ル５０の圧縮状態、すなわち曲げ剛性が一定に保たれ
る。その結果、可撓管部１５の硬化状態（可撓性）が一
定に保たれる。
【００３９】操作者が任意の可撓性に設定した可撓管部
１５の硬化状態を解除するには、ブレーキ解除ボタン７
０を押圧操作して、カム環６０と可撓性調整ノブ６６の
結合体に対するロックを解除する。ロック解除される
と、スライダ５５の移動が許容されてコイル牽引ワイヤ
５１が弛緩可能となるので、カム環６０を図４の初期位
置に戻してコイル５０を自由状態に復帰させることがで
きる。
【００４０】なお、本実施形態では、可撓管部１５の可
撓性を調整するための操作部材である可撓性調整ノブ６
６の上に、該可撓性調整ノブ６６の係止を解除するため
のアンロック操作部材であるブレーキ解除ボタン７０が
設けられている。そのため、可撓性調整ノブ６６を操作
するときには、該可撓性調整ノブ６６を把持するのみ
で、ブレーキ解除ボタン７０を同時に押圧してロック解
除させることができる。任意の操作位置で可撓性調整ノ
ブ６６から手を離せば、同時にブレーキ解除ボタン７０
に対する押圧も解除されるので、その時点で可撓性調整
ノブ６６はブレーキ機構によって係止される。つまり、
実質的には、可撓性調整ノブ６６に対するロック操作及
びアンロック操作を意識せずに可撓性の調整を行うこと
ができ、操作性に優れている。
【００４１】以上のように、本実施形態の内視鏡では、
可撓性調整ノブ６６（カム環６０）を回動操作している
ときには、可撓性調整用のコイル５０の曲げ剛性が連続
的に無段階で変化し、かつ該可撓性調整ノブ６６（カム
環６０）を任意の操作位置で係止させてコイル５０の曲
げ剛性を一定に保持させるブレーキ機構を設けたので、
可撓管部１５の可撓性を無段階で確実に変化させること
ができる。よって、可撓管部１５の可撓性を、内視鏡操
作者の好みに合わせて微調整することができ、挿入時の
操作性を向上させることができる。
【００４２】コイル牽引ワイヤの操作機構として、従来
では図６や図７のような態様が知られている。図６は、
コイル牽引ワイヤと相対的に固定されたガイドピン５
６’を、複数の段差を有する階段状のガイド溝６１’内
で移動させる態様のカム環を示している。ガイド溝６
１’は、カム環の円周方向に向く複数の直線状ストッパ*
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*面８０Ａないし８０Ｄを有しており、ガイドピン５６’
が直線状ストッパ面８０Ａないし８０Ｄのいずれかに当
接するときに、該ガイドピン５６’のコイル伸縮方向
（図中左右方向）への移動が規制される。ガイドピン５
６’の同方向への移動が規制されるとコイル牽引ワイヤ
の牽引状態が一定に保たれるため、該コイル牽引ワイヤ
によって伸縮操作されるコイルの曲げ剛性も一定とな
り、可撓管部の可撓性が定まる。図６では、ガイドピン
５６’の停止位置は４つであるため、可撓管部の可撓性
は４段階に変化させることができる。この可撓性の調整
段数は４段階に限定されるものではなく任意であるが、
いずれにしろ、図６のカム環の態様では有限段数での可
撓性調整のみが可能であり、本発明の実施形態のような
無段階の可撓性調整を行うことができない。
【００４３】図７は、直線状のストッパ面に代えて、ガ
イドピン５６”を保持する複数のストッパ凹部８１Ａな
いし８１Ｃをガイド溝６１”に形成した態様を示してい
る。但し、ガイドピン５６”の４段目の停止位置は、図
６と同様に直線状のストッパ面８０Ｄによって決定され
る。図６のカム環と同様に、この態様のカム環も有限段
数の可撓性調整は可能であるが、可撓管部の可撓性を無
段階で調整することはできない。
【００４４】これらの比較例に対し、図１ないし図５を
参照して説明した本実施形態の内視鏡によれば、可撓管
部の可撓性は無段階で設定することができるので、可撓
管部に関して理想的な可撓性が得られる。
【００４５】但し、本発明は図示実施形態に限定される
ものではない。例えば、図示実施形態では、コイル牽引
ワイヤ５１を操作するためにカム環６０に直線状のリー
ド溝６１を形成しているが、こうしたリード溝に代え
て、非直線状のカム溝を形成してもよい。この場合、カ
ム環の一定回動角あたりの可撓性の変化量は、カム環の
角度位置によって変化することになるが、少なくともカ
ム溝が途中に段部や凹部を有さない形状であれば、図示
実施形態と同様に無段階の可撓性調整が可能である。
【００４６】また、図示実施形態では、カム環６０の回
動をスライダ５５に伝達するために、カム環６０側にリ
ード溝６１を形成しているが、リード溝に代えて同様の
機能を有する凸状断面のリード突起、あるいはカム突起
を形成することもできる。
【００４７】
【発明の効果】以上から明らかなように、本発明によれ
ば、可撓管部の可撓性を自由に設定できる可撓性可変内
視鏡が得られる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用した可撓性可変内視鏡の全体図で
ある。
【図２】図１の内視鏡における可撓性可変用の操作機構
の要部を示す、側方から見た断面図である。
【図３】図１の内視鏡で挿入部におけるコイル先端付近
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位置を概念的に示す図である
【図４】可撓性可変用の操作機構を構成するカム環の、
コイル自由状態（ワイヤ弛緩状態）での展開図である。
【図５】図４のカム環の、コイル最大圧縮状態（ワイヤ
最大牽引状態）での展開図である。
【図６】本発明の実施形態に対する比較例としての、従
来のカム環の展開図である。
【図７】図６とは異なる態様の、従来のカム環の展開図
である。
【符号の説明】
１０  電子内視鏡
１１  挿入部
１２  操作部
１３  先端部
１４  湾曲部
１５  可撓管部
１６  連結部
１７  連結部連結管
２０Ａ  ２０Ｂ  湾曲操作ノブ
２１Ａ  ロックノブ
２１Ｂ  ロックレバー
２５  ユニバーサルチューブ
２６  コネクタ部
２７  リモート操作ボタンスイッチ
２８  送気送水ボタン
２９  吸引ボタン
３０  処置具挿入口突起
３１  処置具挿通チャンネル
３２  吸引チューブ
３５  可撓管 *
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*３６  折れ止めゴム管
４０  シャーシ（固定環体）
４１  第１固定環
４２  結合環
４３  第２固定環
４４  固定ねじ
４５  ４６  Ｏリング
４７  コイル固定部
５０  コイル（曲げ剛性可変体、コイル体）
５１  コイル牽引ワイヤ
５２  半田
５５  スライダ（直進移動部材、ワイヤ牽引部材）
５６  ガイドピン
５７  直進ガイド溝
６０  カム環（回動環）
６１  リード溝
６１ａ  ６１ｂ  直線状ガイド面（無段ガイド面）
６２  回動ガイドピン
６３  円周方向溝
６５  固定ねじ
６６  可撓性調整ノブ（可撓性調整操作部材）
６７  貫通ガイド孔
６８  ６９  防水リング
７０  ブレーキ解除ボタン（アンロック操作部材、押し
ボタン）
７１  ブレーキ支持軸（進退軸）
７２  ブレーキパッド（摩擦部材）
７３  ブレーキ付勢ばね（付勢部材、付勢手段）
７５  貫通孔
７６  貫通孔

【図１】 【図６】
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【図５】 【図７】
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